
 

 

壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例（令和８

年条例第２９号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で定める用語の例による。 

（廃棄等費用の積立て） 

第３条 条例第４条第３項の規定による積立ては、資源エネルギー庁が定める廃棄等費用

積立ガイドラインに基づき行うものとする。 

（期間） 

第４条 条例第５条第２項の規則で定める期間は１８０日とする。 

（設置抑制区域） 

第５条 条例第６条第２項の規則で定める区域は、別表第１に定めるとおりとする。 

（事前協議） 

第６条 条例第７条第１項の規定による事前協議は、太陽光発電設備設置事業事前協議書

（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

(1) 配慮すべき事項の内容確認書（別記様式第２号） 

(2) 設置抑制区域に関する関係法令手続確認書（別記様式第３号） 

(3) 別表第２に定める書類 

(4) その他町長が認める書類 

２ 条例第７条第２項の規定による届出は、太陽光発電設備設置事業事前協議変更届出書

（別記様式第４号）により行うものとする。 

３ 条例第７条第３項による通知は、太陽光発電設備設置事業に関する事前協議終了通知

書（別記様式第５号）により行うものとする。 

（地元関係者への説明会の開催） 

第７条 条例第８条第１項の規定による説明会は、第９条第１項第１号から第６号までに

掲げる事項を周知及び説明するものとする。 

２ 条例第８条第１項の規則で定めるやむを得ない理由は、次のとおりとする。 

(1) 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）に基づき、新型

インフルエンザ等まん延防止重点措置又は新型インフルエンザ等緊急事態措置が実施

されているとき。 

(2) 前号のほか、新型インフルエンザ等対策特別措置法の趣旨に鑑み、新型インフルエ

ンザ等感染症の拡大防止に努める必要があると認められるとき。 

(3) その他町長がやむを得ないと認めるとき。 

３ 事業者は、前項の規定により説明会の開催をしなかったときは、戸別訪問等により周

知及び説明を行うものとする。説明会の開催により周知及び説明に努めたにもかかわら

ず、当該説明会に参加できない地元関係者についても、同様とする。 

（意見の聴取） 



 

 

第８条 町長は、条例第７条第１項の規定による事前協議があった場合は、必要に応じて

本町の環境審議会に意見を求めるものとする。 

（届出及び実施協議） 

第９条 条例第９条第１項の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名

並びに主たる事務所の所在地） 

(2) 事業名 

(3) 事業区域の所在地及び面積 

(4) 総発電出力 

(5) 工事施工者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の

氏名並びに主たる事務所の所在地） 

(6) 事業実施スケジュール 

(7) 地元関係者への説明会開催（第７条第３項の規定により戸別訪問等をしたときは、

当該戸別訪問等を含む。）に係る報告に関する事項 

(8) 太陽光発電設備設置事業に関する関係法令の手続に関する事項 

(9) その他町長が必要と認める事項 

２ 条例第９条第１項の規定による届出及び実施協議は、太陽光発電設備設置事業実施協

議書（別記様式第６号）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

(1) 配慮すべき事項の内容確認書（別記様式第２号） 

(2) 別表第２に定める書類 

(3) 地元関係者説明会開催（戸別訪問等）報告書（別記様式第７号） 

(4) 太陽光発電設備設置事業に関する関係法令手続確認書（別記様式第８号） 

(5) 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０

８号）第９条第４項の規定による認定書の写し 

(6) 緊急対応マニュアル（自然災害、事故、機器の故障等が発生したときに速やかに対

応できるよう、緊急時の連絡網及び事象別の対応等を示したものをいう。以下同じ。

） 

(7) その他町長が必要と認める書類 

３ 条例第９条第２項の規定による届出は、太陽光発電設備設置事業実施協議変更届出書

（別記様式第９号）により行うものとする。 

（実施協議終了の通知） 

第１０条 条例第１０条第１項の規定による通知は、太陽光発電設備設置事業に関する実

施協議終了通知書（別記様式第１０号）により行うものとする。 

（工事着手の届出） 

第１１条 前条の通知を受けた事業者は、工事に着手しようとするときは、太陽光発電設

備設置事業工事着手届出書（別記様式第１１号）により町長に届け出なければならない。 

（適正な設置及び維持管理） 

第１２条 条例第１１条の適正な設置とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 発電設備の設置に伴う災害の防止 



 

 

ア 土地の形質変更は最小限にとどめること。 

イ 土砂の流出等の防止のため、雨水処理の方法は栃木県の定める開発行為の技術基

準第５の基準を満たしていること。 

ウ 土砂の流出を防止する対策を講ずること。 

エ 擁壁、石張り、吹き付け、のり枠、のり面排水等によりのり面の保護対策を講ず

ること。 

(2) 良好な景観の形成 

ア 市街地、住宅地等の景観を阻害しないよう発電設備の設置位置等に配慮すること。 

イ 河川等の自然景観を阻害しないよう発電設備の設置位置等に配慮すること。 

(3) 環境の保全 

ア 民家等に隣接する場所に発電設備を設置するときは、圧迫感、騒音、熱、反射等

に配慮し、及び事業区域との境界から後退し、事業者と隣接関係者とで協議の上、

緩衝帯を設けて遮蔽する等の措置を講ずること。 

イ 道路沿いに発電設備を設置するときは、道路の見通しの妨げにならないよう事業

区域との境界から後退させ、又は緩衝帯を設ける等の措置を講ずること。 

ウ 薬剤等を散布するときは、事前に散布の日時等について、町及び隣接関係者への

周知を図るとともに、周辺に飛散しないよう対策を講ずること。 

エ 太陽光パネルを低反射のものにし、又は傾きを調整する等反射光の対策を講ずる

こと。 

２ 条例第１１条の適正な維持管理とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 管理看板の設置 発電設備において火災、土砂の流出等が発生したとき又は周辺に

緊急事態が発生したときは、事業者に連絡を取ることができるよう発電設備の名称、

設置場所の住所、発電設備の発電能力、事業者の名称及び連絡先その他必要な事項を

記載した管理看板を事業区域内の見やすい場所に設置すること。 

(2) 事業区域への立入防止 事業者は、事業区域に事業者以外の者が立ち入ることがな

いよう、フェンスを設置する等安全対策を講ずること。 

(3) 事業区域の定期的な保守点検、除草及び清掃 事業者は、事業区域の定期的な保守

点検、除草及び清掃を行うこと。 

(4) 発電設備が破損した時の対応 事業者は、自然災害等により発電設備が破損したと

きは、被害を最小限にとどめるよう努めるものとし、速やかに復旧又は撤去すること。 

(5) 発電設備を廃止するときの対応 発電設備を廃止したときは、速やかに撤去し、及

び処分することにより、良好な景観を形成し環境の保全を図ること。 

(6) 緊急対応マニュアルの更新 事業者は、緊急対応マニュアルを定期的に見直すもの

とし、緊急対応マニュアルを更新したときは、その旨を町長に届け出ること。 

（設置完了の届出） 

第１３条 条例第１２条第１項の規定による届出は、太陽光発電設備設置完了届出書（別

記様式第１２号）により行うものとする。 

（発電事業変更の届出） 

第１４条 条例第１３条の規定による届出は、太陽光発電事業変更届出書（別記様式第１



 

 

３号）により行うものとする。 

（太陽光発電事業廃止等の届出） 

第１５条 条例第１４条第１項の規定による届出は、太陽光発電事業廃止届出書（別記様

式第１４号）により行うものとする。 

２ 条例第１４条第２項の規定による届出は、太陽光発電設備撤去完了届出書（別記様式

第１５号）により行うものとする。 

（地位の承継の届出） 

第１６条 条例第１５条の規定による届出は、地位承継届出書（別記様式第１６号）によ

り行うものとする。 

（身分証明書） 

第１７条 条例第１７条第２項の規定による身分を示す証明書は、身分証明書（別記様式

第１７号）によるものとする。 

（指導、助言及び勧告） 

第１８条 条例第１８条第１項の規定による指導又は助言は、太陽光発電設備設置事業指

導・助言通知書（別記様式第１８号）により行うものとする。 

２ 条例第１８条第２項の規定による勧告は、太陽光発電設備設置事業改善勧告書（別記

様式第１９号）により行うものとする。 

３ 条例第１８条第３項の規定による報告は、太陽光発電設備設置事業是正報告書（別記

様式第２０号）により行うものとする。 

（公表） 

第１９条 条例第１９条第１項の規定による公表は、壬生町公告式条例（昭和２９年壬生

町条例第１号）による掲示その他町長が適当と認める方法により行うものとする。 

２ 条例第１９条第２項の規定による通知は、弁明の機会の付与通知書（別記様式第２１

号）に、公表に関する弁明書（別記様式第２２号）を添付して行うものとする。 

（補則） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和９年１月１日から施行する。 

  



 

 

別表第１（第５条関係） 

 

 

設置抑制区域 (1) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第２項

第１号に規定する森林の区域、同法第２５条の規定に

より指定する保安林及び同法第４１条の規定により指

定する保安施設地区 

(2) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律

第５８号）第８条第２項に規定する農用地区域 

(3) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項

第１号に規定する農地及び同法第５条第２項第１号に

規定する農地（ただし、平成３０年５月１５日付け３

０農振第７８号農林水産省農村振興局長通知に基づき

設置する発電設備についてはこの限りではない。） 

(4) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６条第１項

に規定する河川区域、同法第５４条第１項に規定する

河川保全区域及び同法５６条第１項に規定する河川予

定地 

(5) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２７

条の規定により指定する重要文化財の所在地及びその

近接地並びに同法第１０９条の規定により指定する史

跡名勝天然記念物の所在地及びその近接地 

(6) 文化財保護法第９３条第１項に規定する周知の埋蔵

文化財包蔵地及びその近接地 

(7) 栃木県文化財保護条例（昭和３８年栃木県条例第２

０号）第４条の規定による県指定有形文化財の所在地

及びその近接地並びに同条例第３１条の規定による県

指定史跡名勝天然記念物の所在地及びその近接地 

(8) 壬生町文化財保護条例（昭和５１年壬生町条例第２

４号）第４条の規定による町指定有形文化財の所在地

及びその近接地並びに同条例第３６条の規定による町

指定史跡名勝天然記念物の所在地及びその近接地 

(9) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第６条

に規定する要措置区域及び同法第１１条に規定する形

質変更時要届出区域 

(10) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条

第１項に規定する市街化区域、同法第１１条第１項に

規定する都市施設の予定区域及び同法第１２条の４に

基づき計画された区域 



 

 

別表第２（第６条、第９条関係） 

 

  

事業者の住民票の写し（法人

の場合は登記事項証明書） 

住民票の写し及び登記事項証明書は、３か月以内に発行し

たもの 

位置図 方位、事業区域、接続道路状況 

縮尺１，０００分の１以上 

公図の写し 事業区域の地番 

隣接地の土地所有者 

発電設備配置図 方位、事業区域の境界、発電設備の設置位置 

事業実施スケジュール 説明又は説明会予定年月日、工事着手予定年月日、工事完

了予定年月日、運転開始予定年月日、運転終了予定年月日

太陽光パネル、パワーコンデ

ィショナー及びキュービクル

の仕様書又はカタログ 

設置予定の発電設備の種類及び数並びに太陽光パネルの角

度 

発電設備架台の仕様書又はカ

タログ 

設置予定の発電設備架台の種類、数及び高さ 

登記事項証明書の写し又は賃

貸借契約書の写し 

土地の権利関係 

登記事項証明書は３か月以内に発行したもの 

資金計画書 設置工事見積書 

発電事業収支計画 



 

 

別記様式第１号（第６条関係） 

（表） 

年  月  日  

  壬生町長     様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電設備設置事業事前協議書 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第７条第１項の規定による

事前協議をします。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積    ※１ ㎡ 

事業区域の地目    ※２  

事業者 
代表者名  

担当者名  

総発電出力 ｋＷ 

太陽光モジュール（太陽光パネル）の種類  

地元関係者説明会（予定）年月日 年  月  日     回目 

事業区域の境界から５０メートルの区域内の

居住者 

有り ・ 無し 

周知及び説明範囲  

工事施工者 

氏名  

住所  

工事着手（予定）年月日 年  月  日 

工事完了（予定）年月日 年  月  日 

運転開始（予定）年月日 年  月  日 

運転終了（予定）年月日 年  月  日 

 ※１ 小数点第２位以下まで記載し、裏面に地番ごとの面積を記載してください。 

 ※２ 複数の地目があるときは、地目ごとの数を記入し裏面に地番の面積を記載してく

ださい。 

 備考 位置図及び公図は、事業区域を赤線で囲んでください。 

 



 

 

 

（裏） 

大 字 地 番 地 目 面 積 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

  



 

 

別記様式第２号（第６条、第９条関係） 

 

 配慮すべき事項の内容確認書 

 

確認年月日 年  月  日 

事業名  

事業区域の所在地  

事業者 所在地 

代表者名 

電話 

設置抑制区域の該当の有無（いずれかに○）有り・無し 

有りの場合 

別表第１第 号に該当する区域のため 

事業計画認定の取得状況（いずれかに○） 取得済・取得予定 

取得済みである場合、その認定年月日及び

番号 

認定年月日  年  月  日 

番 号 

土地の権利関係（いずれかに○） 自己所有地・購入予定・借地 

工事期間 年  月  日から 

年  月  日まで 

工事時間 午前・午後  時  分から 

午前・午後  時  分まで 

日曜日又は祝日の工事の有無 有り・無し 

日曜日又は祝日の工事の内容  

 

１ 森林伐採 

森林の伐採の有無 有り・無し 

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１

０条の２又は第１０条の８該当の有無 
有り・無し 

 

２ 雨水処理方法（栃木県の定める開発行為の技術基準第５の基準を満たしていること。

） 

事業区域内の雨水処理（いずれかに○） 事業区域内処理・事業区域外放流 

事業区域内処理の場合、その処理方法（敷

地内勾配、敷材等により説明すること。） 

 

敷地外放流の場合、敷地外放流検討内容  

雨水及び土砂流出防止の措置内容  

  

 



 

 

３ 土地の形質変更等（国土交通省作成の「宅地防災マニュアル」を参考にすること。） 

３，０００㎡以上の土地の形質の変更（土

地をならす等）の有無 
有り・無し 

盛土及び切土計画の有無（いずれかに○） 有り・無し 

盛土及び切土計画がある場合、当該計画が

必要な理由及び造成内容 

理由 

       ㎡ 

盛土    ｃｍ 切土    ｃｍ 

土砂の流出を防止する対策内容  

のり面の保護対策方法  

擁壁（土留めの高さ）          ｃｍ 

擁壁の高さが１００ｃｍを超える場合、擁

壁の安全対策内容 

 

事業区域内の崖の有無（いずれかに○） 有り・無し 

 

４ 敷材の種類 

敷材の種類（敷材は、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和４５年法律１３７号）、栃木県土

砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

防止に関する条例（平成１０年栃木県条例第３７

号）の規定に反するものでないこと。） 

敷材無し・防草シート・アスファル

ト・砕石（天然砕石に限る。）・ウ

ッドチップ（有価物に限る。） 

その他（           ）

 

５ 良好な景観形成への配慮 

自然景観、住宅地等の景観を阻害し

ないような配慮内容 

 

 

６ 環境の保全 

民家、道路沿い等に隣接する発電設備

の配慮内容（都市計画法第３３条第１

項第１０号の規定を準用すること。） 

緩衝帯の有無       有り・無し 

境界からの後退距離       ｍ 

地元関係者との合意    有り・無し 

配慮内容 

事業区域への立入り防止の囲い 種類（       ）高さ    ｍ 

メンテナンス体制 設置者・外部委託 

定期的な保守点検及び清掃内容（一般

社団法人太陽光発電協会が定める「太

陽光発電システム保守点検ガイドライ

ン」を準用すること。） 

保守点検   回実施 

内容 

清  掃   回実施 

内容 

 



 

 

７ 除草 

除草計画の有無（いずれかに○） 工事期間   有り・無し 

保守期間   有り・無し 

除草方法 工事期間   草刈・薬剤散布 

保守期間   草刈・薬剤散布 

散布予定薬剤名  

散布予定薬剤の範囲及び回数（図面を

添付すること。） 

工事期間 範囲      回数 

保守期間 範囲      回数 

事業区域外に薬剤が飛散しないための

対策内容 

 

薬剤散布前の隣接関係者への周知方法  

地元関係者への配慮内容  

 

８ 使用予定の工事車両等 

使用する工事車両等の種類及び台数  

工事車両等の通行時間 午前・午後  時  分から 

午前・午後  時  分まで 

工事車両等の往復回数 １日  回 

工事車両等の騒音及び振動対策内容  

工事車両等の安全対策内容  

  

９ 使用予定の建設機械等 

使用する建設機械等の種類及び台数 

 

 

建設機械等の使用時間 午前・午後  時  分から 

午前・午後  時  分まで 

建設機械等が低騒音型の機械であるか

（いずれかに○） 
低騒音型・それ以外 

建設機械等による騒音及び振動対策内容

（騒音規制法（平成２６年法律第７２号

）又は振動規制法（昭和５１年法律第６

４号）若しくは栃木県生活環境の保全等

に関する条例（平成１６年栃木県条例第

４０号）に基づく特定建設作業に該当す

る場合は、その旨を記載すること。） 

 

建設機械等に係る安全対策内容  

  

１０ 工事車両等及び建設機械等並びに工事に伴う騒音及び振動に係る地元関係者への配



 

 

慮 

地元関係者への配慮内容  

１１ 緊急連絡先 

 （工事期間） 

騒音、振動、薬剤散布その他事業

者の行為による苦情発生時の緊急

連絡先 

事業者又は

緊急対応者 

住所 

氏名 

電話 

工事施工者 住所 

氏名 

電話 

現場責任者 住所 

氏名 

電話 

告知看板に記載する緊急連絡先  

  

（保守期間） 

緊急連絡先 事業者又は

緊急対応者 

住所 

氏名 

電話 

工事施工者 住所 

氏名 

電話 

保守点検事

業者 

 

住所 

氏名 

電話 

告知看板に記載する緊急連絡先   

 

１２ 安全対策内容 

工事中の事業区域内への侵入対策内容

（事業区域周辺への囲い） 

 

 

１３ 設置予定の発電設備 

設置予定の発電設備の種類及び数 

（太陽光パネル、パワーコンディショ

ナー及びキュービクルの仕様書又はカ

タログを添付すること。） 

太陽光パネル（モジュールごとの出力及び枚

数） 

 

パワーコンディショナー 

キュービクル 



 

 

その他 

太陽光パネルの色  

太陽光パネルの反射光対策内容（一般

社団法人太陽光発電協会の定める「太

陽光発電システムの反射光トラブル防

止について」を参考に対策するこ

と。） 

想定される反射光の方向 

トラブル防止策 

 

 

発電設備から生じる騒音対策内容  

  

１４ 設置予定の発電設備架台（一般社団法人太陽光発電協会の定める「１０ｋＷ以上の

一般用電気工作物 太陽光発電システムの基礎・架台の設計・施工のチェックリス

ト及び留意点」を参考にすること。） 

設置予定の発電設備架台の種類、数及び

高さ並びに太陽光パネルの角度 

（仕様書又はカタログを添付すること。）

架台の種類 

架台の数 

架台の高さ 

太陽光パネルの角度 

架台の構造が日本産業規格ＪＩＳＣ８９

５５を満たしているか 

 

  

１５ 廃止後に係る計画 

耐用年数 

太陽光パネル  

接続箱  

パワーコンディショナー  

キュービクル  

蓄電池  

その他  

耐用年数経

過後の計画 

交換 

・ 

修繕 

計画 
 

 

時期  

撤去 

・ 

廃棄 

計画 
 

 

時期  

処分先  

費用  

上記計画が、関係法令等に適合する計画であることの説明 



 

 

 

 

１６ 緊急対応マニュアル 

緊急対応マニュアルの作成・更新 緊急対応マニュアル 

緊急時連絡網 

提出日 

 

１７ 異常が発生した場合の町並びに地元関係者への連絡 

町への連絡方法  

地元関係者への連絡方法  

 

 

備考 事前協議に提出する際、未確定の事項については（予定）と記載すること。 

  



 

 

別記様式第３号（第６条関係） 

年  月  日 

  壬生町長      様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

 設置抑制区域に関する関係法令手続確認書 

１ 設置抑制区域 

法令名 該当の有無 担当課等 

(1) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第

５条第２項第１号に規定する森林の区域、

同法第２５条の規定により指定する保安林

及び同法第４１条の規定により指定する保

安施設地区 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(2) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和

４４年法律第５８条）第８条第２項に規定

する農用地区域 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(3) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第

４条第６項第１号に規定する農地及び同法

第５条第２項第１号に規定する農地 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(4) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第

６条第１項に規定する河川区域、同法第５

４条第１項に規定する河川保全区域及び同

法第５６条第１項に規定する河川予定地 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(5) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４

号）第２７条の規定により指定する重要文

化財の所在地及びその近接地並びに同法第

１０９条の規定により指定する史跡名勝天

然記念物の所在地及びその近接地 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(6) 文化財保護法第９３条第１項に規定する

周知の埋蔵文化財包蔵地及びその近接地 有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(7) 栃木県文化財保護条例（昭和３８年栃木

県条例第２０号）第４条の規定による県指

定有形文化財の所在地及びその近接地並び

に同条例第３１条の規定による県指定史跡

名勝天然記念物の所在地及びその近接地 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 



 

 

(8) 壬生町文化財保護条例（昭和５１年条例

第２４号）第４条の規定による町指定有形

文化財の所在地及びその近接地並びに同条

例第３６条の規定による町指定史跡名勝天

然記念物の所在地及びその近接地 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(9) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３

号）第６条に規定する要措置区域及び第１

１条に規定する形質変更時要届出区域 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

(10) 都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）第７条第１項に規定する市街化区

域、同法第１１条第１項に規定する都市施

設の予定区域及び同法第１２条の４に基づ

き計画された区域 

有り・無し 

担当課 

確認年月日 

協議結果 

 

２ その他 

法令名 該当の有無 担当課等 

町長が特に必要と認めるもの 

（ ） 
有り・無し 

 

 

  



 

 

別記様式第４号（第６条関係） 

年  月  日 

  壬生町長 様 

住  所             

事業者名             

電  話             

 

 太陽光発電設備設置事業事前協議変更届出書（第 回変更） 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第７条第２項の規定により

、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積 ※ ㎡

事業者 
代表者名  

担当者名  

総発電出力 ｋＷ

工事施工者 
氏  名  

住  所  

工事着手予定年月日 年  月  日 

工事完了予定年月日 年  月  日 

運転開始予定年月日 年  月  日 

運転終了予定年月日 年  月  日 

変更内容 
 

 

 ※ 小数点以下第２位まで記載してください。 

 備考 事業実施スケジュールを変更したときは、変更後の事業実施スケジュールを添付

してください。 

 

  



 

 

別記様式第５号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

       様 

            

壬生町長         印  

 

太陽光発電設備設置事業に関する事前協議終了通知書 

 

  次の事業について事前協議が終了しましたので通知します。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積 ㎡

 

  町の意見 

 

 

  



 

 

別記様式第６号（第９条関係） 

 

年  月  日 

壬生町長    様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電設備設置事業実施協議書 

   

壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第９条第１項の規定により

、次のとおり協議します。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積※ ㎡

事業者 

代表者名 

担当者名 

総発電出力 ｋＷ

工事施工者氏名  

工事施工者住所  

工事着手予定年月日      年  月  日 

工事完了予定年月日      年  月  日 

運転開始予定年月日      年  月  日 

運転終了予定年月日      年  月  日 

※小数点以下第２位まで記載してください。 

  



 

 

別記様式第７号（第９条関係） 

年  月  日 

  壬生町長    様 

住  所 

事業者名        

電  話 

 

地元関係者説明会開催(戸別訪問等)報告書 

事業名  

設置場所  

説明方法 説明会・戸別訪問等（理由：                 ） 

説明会 

開催日時 
  年  月  日 ・    時  分～  時  分 

説明会会場  

出席者人数 地元関係者     人 その他  人 

説明責任者  

自治会長 
住 所 

氏 名 

地元関係者 

説明状況 

説明日時 
説明方法 

（○で囲む）

地元関係者の分類 

（○で囲む） 
連絡先等 備考 

 

説明会 

戸別訪問 

その他 

隣接関係者 

 

それ以外 

住所 

氏名 

連絡先 

 

 

説明会 

戸別訪問 

その他 

隣接関係者 

 

それ以外 

住所 

氏名 

連絡先 

 

 

説明会 

戸別訪問 

その他 

隣接関係者 

 

それ以外 

住所 

氏名 

連絡先 

 

次回説明会

の有無 

 

有り ・ 無し 次回説明会 年 月 日 



 

 

説明内容 

 

 

 

 

 

 

 

質問又は

要望 

 

 

 

 

 

 

回答方法 説明会の実施・郵送・その他（         ） 

質問又は

要望への

回答対応 

 

 

 

 

 備考  

 １ 説明に使用した資料を添付してください。 

 ２ 説明会の出席者名簿及び会議録を添付してください。 

 ３ 記載欄が足りない場合は、別紙を追加してください。 

  



 

 

別記様式第８号（第９条関係） 

年  月  日 

  壬生町長    様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電設備設置事業に関する関係法令手続確認書 

 

 １ 発電設備の設置場所に関する関係法令の該当の有無 

法令名 該当の有無 担当課等 

(1) 壬生町土地利用に関する事前指導要綱第

５に掲げる事前協議 
有・無 

担当課 

協議年月日 

(2) 国土利用計画法（昭和４９年法律第９２

号）第２３条第１項に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(3) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号

）第２９条に規定する許可の申請 有・無 
担当課 

申請年月日 

(4) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和

４４年法律第５８号）第１３条に規定する

計画の変更 

有・無 
担当課 

照会年月日 

(5) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第

４条及び第５条に規定する許可の申請又は

壬生町農業委員会への届出 

有・無 

担当課 

申請年月日又は届出年

月日 

(6) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第

１０条の２に規定する許可の申請 
有・無 

担当課 

申請年月日 

(7) 森林法第１０条の８に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(8) 建築基準法（昭和２５年法律第１０１号

）第６条に規定する確認申請 有・無 

担当課 

申請年月日 

(9) 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

２４条または第３２条に規定する許可 有・無 

担当課 

申請年月日 

(10) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）

第２４条から第２８条及び第５５条に規定

する許可の申請 

有・無 

担当課 

申請年月日 

(11) 栃木県景観条例（平成１５年栃木県条

例第６号）第２０条に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 



 

 

(12) 栃木県屋外広告物条例（昭和３９年栃

木県条例第６４号）第５条に規定する許可

の申請 

有・無 
担当課 

申請年月日 

(13) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５

３号）第４条第１項に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(14) 宅地造成及び特定盛土規制法（昭和３

６年法律第１９１号）第１２条に規定する

許可の申請 

有・無 

担当課 

申請年月日 

(15) 栃木県土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生防止に関する条例（平

成１０年栃木県条例第３７号）第１０条に

規定する届出 

有・無 
担当課 

届出年月日 

(16) 壬生町土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生防止に関する条例（平

成１８年壬生町条例第６号）第９条に規定

する許可の申請  

有・無 
担当課 

申請年月日 

(17) 採石法（昭和２５年法律第２９１号）

第３３条に規定する認可 
有・無 

担当課 

認可年月日 

(18) 砂利採取法（昭和４３年法律第７４号

）第１６条の規定する認可 
有・無 

担当課 

認可年月日 

(19) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１

４号）第９３条第１項に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(20) 文化財保護法第１２５条に規定する許

可申請 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(21) 栃木県文化財保護条例（昭和３８年栃

木県条例第２０号）第３８条第１項に規定

する許可申請 

有・無 

担当課 

申請年月日 

(22) 壬生町文化財保護条例（昭和５１年壬

生町条例第４号）第４０条に規定する許可

申請 

有・無 

担当課 

申請年月日 

(23) 環境影響評価法（平成９年法律第８１

号）に規定する環境影響評価手続き 
有・無 

担当課 

手続年月日 

(24) 栃木県環境影響評価条例（平成１１年

栃木県条例第２号）に規定する環境影響評

価手続き 

有・無 

担当課 

手続年月日 

(25) 自然環境保全及び緑化に関する条例（

昭和４９年栃木県条例第５号）第２６条に

規定する協定締結 

有・無 
担当課 

締結年月日 



 

 

(26) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭

和４７年法律第６６号）第４条に規定する

届出 

有・無 

担当課 

届出年月日 

(27) 工場立地法（昭和３４年法律第２４号

）第６条第１項又は第８条第１項に規定す

る届出 

有・無 

担当課 

届出年月日 

(28) 建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（平成１２年法律第１０４号）第

１０条に規定する届出 

有・無 
担当課 

届出年月日 

(29) 騒音規制法（平成２６年法律第７２号

）第１４条第１項に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

(30) 振動規制法（昭和５１年法律第６４号

）第１４条第１項に規定する届出 
有・無 

担当課 

届出年月日 

 ２ その他 

法令名 該当の有無 担当課等 

町長が特に必要と認めるもの 

（ ） 
有・無 

 

 

  



 

 

別記様式第９号（第９条関係） 

年  月  日 

  壬生町長    様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

 太陽光発電設備設置事業実施協議変更届出書（第 回変更） 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第９条第２項の規定により

、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積 ※ ㎡

事業者 
代表者名  

担当者名  

総発電出力 ｋＷ

工事施工者 
氏  名  

住  所  

工事着手予定年月日      年  月  日 

工事完了予定年月日      年  月  日 

運転開始予定年月日      年  月  日 

運転終了予定年月日      年  月  日 

変更内容 
 

 

 ※ 小数点以下第２位まで記載してください。 

 備考 事業実施スケジュールを変更したときは、変更後の事業スケジュールを添付して

ください。 

  



 

 

別記様式第１０条（第１０条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

       様 

 

壬生町長      印 

 

太陽光発電設備設置事業に関する実施協議終了通知書 

 

  次の事業について実施協議が終了しましたので通知します。 

事業名  

事業区域の所在地  

事業区域の面積 ㎡

 

 町の意見 

 

 

  



 

 

別記様式第１１号（第１１条関係） 

  年  月  日 

  壬生町長    様 

 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電設備設置事業工事着手届出書 

 

  太陽光発電設備設置事業の工事に着手するので、壬生町太陽光発電設備の適正な設置

及び管理に関する条例第１０条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

工事着手年月日    年  月  日 

工事完了予定年月日    年  月  日 

工事施工者 

氏名  

住所  

電話  

 備考 

  １ 太陽光発電設備設置事業に関する事前協議終了通知書の写しを添付してください。 

  ２ 各法令の規定に基づく届出書及び許可書の写しを添付してください。 

  



 

 

別記様式第１２号（第１３条関係） 

  年  月  日 

  壬生町長    様 

 

住  所 

事業者名            

電  話 

 

太陽光発電設備設置完了届出書 

 

 

  太陽光発電設備設置事業を完了したので、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管

理に関する条例第１２条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

工事施工者 

氏名  

住所  

電話  

太陽光発電設備設置完了

年月日 
   年  月  日 

備考  

備考 設置事業の各種届出の内容がわかる写真を添付してください。 

  



 

 

別記様式第１３号（第１４条関係） 

  年  月  日 

  壬生町長    様 

 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電事業変更届出書 

 

  発電事業に変更があったので、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する

条例第１３条の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

太陽光発電設備の出力 ｋＷ

区  分 新 旧 

事業者 

事業者名   

代表者名   

住  所   

担当者・連絡先   

保守点検

業者 

事業者名   

代表者名   

住  所   

担当者・連絡先   

その他の変更   

変更理由  

変更年月日 年   月   日  

 

  



 

 

別記様式第１４号（第１５条関係） 

年  月  日  

  壬生町長    様 

 

住  所             

事業者名             

電  話             

 

 太陽光発電事業廃止届出書 

 

  太陽光発電事業を廃止するので、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関す

る条例第１４条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

太陽光発電設備の出力 ｋＷ 

廃止の理由  

発電設備の廃止年月日 年  月  日  

 

  



 

 

別記様式第１５号（第１５条関係） 

年  月  日  

  壬生町長 様 

 

住  所             

事業者名             

電  話             

 

 太陽光発電設備撤去完了届出書 

 

  太陽光発電設備を撤去したので、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関す

る条例第１４条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業名  

事業区域の所在地  

太陽光発電設備の出力 ｋＷ 

発電設備の撤去完了年月日 年  月  日  

発電設備の撤去及び処分の方法  

発電設備の処分先  

発電設備撤去後の土地の状況  

備考 発電設備撤去の状況が分かる撤去前、撤去中及び撤去完了後の写真を添付してくだ

さい。 

  



 

 

別記様式第１６号（第１６条関係） 

年  月  日 

  壬生町長   様 

 

住    所 

地位承継者名           

電    話 

 

地位承継届出書 

 

  発電事業に係る事業者の地位の承継について、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及

び管理に関する条例第１５条の規定により、次のとおり届け出ます。 

事業区域の所在地  

太陽光発電設備の出力 ｋＷ

区分 新 旧 

事業者 事業者名   

代表者名   

住所   

担当者・連絡先   

保守点検

業者 

事業者名   

代表者名   

住所   

担当者・連絡先   

地位承継理由  

地位承継年月日 年   月   日  

※添付書類 

(1) 事業者の地位を承継した事実を証する書類 

(2) 事業者の地位を承継した者の住民票の写し（法人の場合は登記事項証明書） 

(3) 太陽光発電設備の保守点検に係る契約書の写し 

(4) その他町長が必要と認める書類 

 

 

 

 



 

 

別記様式第１７号（第１７条関係） 

 

  （縦６センチメートル、横９センチメートル） 

 （表） 

 
身 分 証 明 書 

第     号 
 

               所 属 
               職 名 
               氏 名 
 
                           年   月  日生 
 
 
 
 
  上記の者は、壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第１７

条第２項の規定による立入検査を行う者であることを証明する。 
 
       年   月   日 

壬生町長     ○印 

 

 

 （裏） 

注 意 事 項 
 

１ この証明書を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

２ 立入調査に従事するときは、この証明書を携帯し、立入検査の際、関係人にこれ

を提示すること。 

３ 立入調査員でなくなったときは、直ちにこの証明書を発行者に返還すること。 

 

壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例の抜粋 

 （立入調査） 

第１７条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、町職員に事業区域に立ち

入らせ、太陽光発電設備設置事業の状況を調査させ、事業者に質問させること（以

下この条において「立入調査」という。）ができる。 

２ 立入調査をする町職員は、規則で定める身分証明書を携帯し、事業者の請求があ

ったときはこれを提示しなければならない。 

３ 立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

  写 真 

縦３ｃｍ 

 横２ｃｍ 

 

壬

生

町 



 

 

別記様式第１８号（第１８条関係） 

第     号  

年  月  日  

       様 

 

壬生町長     印 

 

 太陽光発電設備設置事業指導・助言通知書 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第１８条第１項の規定によ

り、次のとおり通知します。 

事業名  

事業区域の所在地  

指導・助言の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第１９号（第１８条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

       様 

 

壬生町長     印 

 

太陽光発電設備設置事業改善勧告書 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第１８条第２項の規定によ

り、次のとおり勧告します。 

事業名  

事業区域の所在地  

措置の期限      年  月  日 

勧告事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別記様式第２０号（第１８条関係） 

年  月  日 

 

  壬生町長   様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

太陽光発電設備設置事業是正報告書 

 

   年  月  日付けで指導、助言又は勧告を受けたことについて、必要な措置を講

じたので次のとおり報告します。 

事業者名  

壬生町太陽光発電設備の

適正な設置及び管理に関

する条例第９条に規定す

る協議を行った者及び協

議年月日 

 

 

 

 

     年  月  日 

指導、助言又は勧告事項  

措置内容  

 

  



 

 

別記様式第２１号（第１９条関係） 

第     号 

  年  月  日 

       様 

 

壬生町長     印 

 

 弁明の機会の付与通知書 

 

  あなたが行っている事業については、  年  月  日付け第  号の改善勧告書

をもって必要な措置を勧告しましたが、いまだに改善が認められないことから、壬生町

太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第１９条第１項の規定により、その

事実を公表する予定です。ついては、同条第２項の規定により弁明の機会を付与します

ので通知します。 

  なお、弁明書の提出期限までに提出されない場合は次の事項を公表します。 

 

 １ 公表の原因となる事実 

 

 

 ２ 公表を予定する事項 

氏名及び住所（法人の場合は、主

たる事務所の所在地、名称及び代

表者の氏名） 

 

事業の内容  

指導、助言又は勧告に至る経過  

公表の時期      年  月  日 

公表の方法  

 

 ３ 弁明の機会の付与に関する事項 

弁明書の提出期限      年  月  日 

提出先  

 

  



 

 

別記様式第２２号（第１９条関係） 

年  月  日 

 

  壬生町長   様 

住  所 

事業者名           

電  話 

 

 公表に関する弁明書 

 

  壬生町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例第１９条第２項の規定によ

り、次のとおり弁明します。 

事業名  

事業区域の所在地  

公表の原因となった事項につ

いての弁明 

 

その他当該事案への弁明  

 ※ 弁明書は、証拠書類等を添付して提出することができます。 

 

 

 

 

 


